
訪問看護重要事項説明書 
1 事業者概要 
事業者名称 一般社団法人 由利本荘医師会 
主たる事業所の所在地 秋田県由利本荘市水林 456番地 4 
法人種別 一般社団法人 
代表者名 会長 松田 武文 
電話番号 0184-22-4085 

 
2 ご利用事業所 
（1）事業所の指定番号およびサービス 
事業所名 医師会訪問看護ステーション 
所在地 秋田県由利本荘市水林 456番地 4 
介護保険指定番号 訪問看護 （秋田県 0560590580号） 
サービス提供地域 由利本荘市 にかほ市 
電話番号 0184-27-2890 
FAX番号 0184-27-2831 

 
（2）営業日並びに営業時間 
営業日・営業時間 月曜日～金曜日/午前 8時 30分～午後 5時 

第 2・4・5土曜日/午前 8時 30分～午後 0時 30分 
休業日 日曜日、祝日、第 1・3土曜日、 

8月 13日～14日、12月 30日～1月 3日、 
ただし、営業日、営業時間以外でも連絡が取れます。必
要時は訪問します。 

（3）職員の勤務体制 
職員の勤務体制 管理者  1名 常勤（看護師） 

看護職員 常勤換算 2.5名以上（管理者含む） 
事務員  1名（病院事務と兼務）  

 
 
3 事業の目的、運営方針 
＜事業の目的＞ 
 この規程は、一般社団法人由利本荘医師会が開設する医師会訪問看護ステーション
（以下「ステーション」という。）の職員及び業務管理に関する重要事項を定めること 
 により、ステーションの円滑な運営を図るとともに、指定訪問看護及び指定介護予防 
訪 問看護の事業（以下「事業」という。）の適正な運営及び利用者に対する適切な 
指定訪問看護及び指定介護予防訪問看護（以下「訪問看護」という。）の提供を確保 
することを目的とする。 

 
＜運営の方針＞ 
 生活の質を確保し、健康管理及び日常生活活動の維持・回復を図るとともに、在宅医 
療を推進し、快適な在宅療養ができるよう努めます。介護予防訪問看護に当たっては、 
その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよ
う、その療養生活を支援するとともに、利用者の心身の機能の維持回復を図り、もっ
て利用者の生活機能の維持又は向上を目指します。 



必要なときに必要な訪問看護の提供ができるよう努め、関係市町村、地域包括支援セ 
ンター、保健所及び近隣の他の保健・医療又は福祉サービスを提供する者との密接な 
連携を保ち、総合的なサービスの提供に努めます。 

 
4 訪問看護の内容 
 主治医（かかりつけ医）の指示により、訪問看護サービスを行います。 
（1）病状・障がいの観察 
（2）清拭・洗髪等による清潔の保持 
（3）食事および排泄等日常生活の世話 
（4）床ずれの予防・処置 
（5）リハビリテーション 
(6) ターミナルケア 
(7) 認知症患者の看護 
(8)  療養生活や介護方法の指導 
(9)  カテーテル等の管理 

（10） その他医師の指示による医療処置 
 
サービスの提供にあたって 
① 訪問看護計画書に基づき、利用者の機能の維持回復を図るよう適切に実施いたし

ます。 
②求めがあれば、利用者の健康手帳の医療の記録に必要な事項を記載します。 
③訪問看護の提供開始に際しては、主治医の文書による指示に従います。 
④主治医に対し、訪問看護計画書および訪問看護報告書を提出します。 
⑤利用者に対し、介護支援専門員のケアプランに沿って訪問看護計画書を作成しま 
す。 

⑥利用者が居宅サービス計画（ケアプラン）の変更を希望する場合は、速やかに居宅
介護支援事業所への連絡調整等の援助を行います。 

⑦職員は常に身分証明書を携帯していますので、必要な場合はいつでもその提示をお
求め下さい。 

⑧利用者は、当該利用者に関するサービス実施記録簿の複写物の交付を受けることが

できます。 
 
5 利用料金 
（1）利用料・交通費は、別表を参照してください。 
（2）料金の支払い方法 
 毎月月末締めとし、翌月 15日までに当月分の料金を請求いたしますので、当月料金
の合計額を翌月末日までに事業者の指定する方法で支払います。 

 
6 サービス利用方法 
（1）サービスの利用開始 

電話などでお申込み下さい。当事業所職員がお伺いいたします。訪問看護計画作
成と訪問看護契約を結び、サービス提供を開始します。 

  ＊居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相 
  談ください。 
（2）サービスの終了 
 ①利用者の都合でサービスを終了する場合 
  サービスを終了する 1週間前までにお申し出ください。 
 ②事業所の都合でサービスを終了する場合 
  やむを得ない事情により、サービス提供を終了させて頂く場合があります。その

場合は、終了１カ月前までに通知いたします。 



③自動終了（以下の場合は、双方の通知がなくても自動的にサービスを終了しま 
す） 

  ・利用者が介護施設に入所した場合 
  ・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当「自

立」と認定された場合 
   ＊この場合、条件を変更して再度契約することが出来ます。 
 ・利用者が亡くなられた場合 
・利用中止期間が 6ヶ月経過した場合 

 ④その他 
  ・当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場

合、利用者やご家族等に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または
由利本荘医師会が破産した場合、利用者は解約を通知することによって即座に
契約を解約することができます。 

  ・利用者が、サービス利用料金の支払いを２カ月以上遅延し、料金を支払うよう
催告したにもかかわらず７日以内に支払わない場合、または利用者やご家族の
方等が、当訪問看護サービス従業者に対して本契約を継続し難いほどの背信行
為を行った場合は、当事業所より通知することにより、即座にサービスを終了
させて頂く場合があります。 

  ・他の利用者の健康に影響を与える可能性のある疾患（感染症等）が明らかにな
った場合、速やかに事業所に申告してください。治癒するまでサービスの利用
はお断りさせて頂く場合があります。 

・保険証・医療券等の確認 
 健康保険証・介護保険証・医療券・障がい手帳・受給者証等、原本確認が必要
になります。またコピー等を取らせていただくことがあります。 

 （保険証に変更がありました場合、その都度原本確認をさせていただきます。） 

 

・当事業所は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携しています。 

  医師の指示に基づく訪問看護実施への協力、概ね月に１回利用者様宅を訪問しア

セスメン 

ト・モリタニング、２４時間連絡体制、介護・医療連携推進会議への参加、 介護

職員への指導および助言等を行います。  
 

7 秘密保持 
  事業所は、サービス提供をする上で知り得た利用者およびその家族等に関する秘

密を正当な理由なく第三者に漏らしません。どうしても情報を提供しなければな
らない時は、利用者の同意を得てからとします。この守秘義務は契約終了後も同
様です。 

 
 8 苦情対応 
 （1）利用者は提供されたサービスに苦情がある場合には、訪問看護、介護支援専門

員、市や国民健康保険団体連合会などに対して、いつでも苦情を申し立てるこ
とができます。 

 （2）事業者は、苦情対応の窓口責任者およびその連絡先を明らかにするとともに、
苦情の申し立てまたは相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応します。  

（3）事業者は、利用者が苦情申し立て等を行ったことを理由として何らかの不利益
な取り扱いをすることはありません。 

 
 
 



 相談窓口・苦情申し出機関 
 

由利本荘医師会病院 電話 0184-22-0054 
秋田県国民健康保険団体連合会 電話 018-862-6864 
由利本荘市長寿生きがい課 高齢者
支援班 

電話 0184-24-6322 

由利本荘市 地域包括支援センター  電話 0184-24-6345（基幹センター） 
にかほ市  地域包括支援センター  電話 0184-32-3045 

 
9 賠償責任 
  事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利

用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠
償します。 

 
 10 事故発生時の対応・緊急時等の対応 
  事業者は、現に訪問看護の提供を行っているときに利用者の病状の急変が生じた

場合、又は事故が発生した場合、その他必要な場合は、速やかに主治医に連絡を
取る等必要な措置を講じるとともに、利用者の家族等に連絡します。 

  また、場合によって市への報告もいたします。 
 
 11 緊急時の対応方法 
  サービスの提供中に容体の変化等があった場合は、事前の打ち合わせにより、主

治医・救急隊・居宅介護支援事業所・親族等への連絡をいたします。 
 

12 提供するサービスの第三者評価の実施状況 
 第三者評価は行っておりません。 
 
13 ハラスメントへの対応 
（1）職場におけるハラスメント対策を強化し職場環境の改善を図ります。 
（2）適切な訪問看護を提供するため、看護職員等に対するハラスメント行為（性的 

な言動又は、優越的な関係を背景とした言動であって、必要かつ相当な範囲を
超えたもの及び利用者及びその家族から要求などについては、その内容が著し
く妥当性を欠き、また、その要求への対応手段などが社会通念上不相応なもの
であって、当該対応手段等によって看護職員等の就業環境が害されるものをい
う）を防止するための方針の明確化など必要な措置を講じるものとします。 

(3)相談者はもちろん、事実関係の確認に協力した方に不利益な取扱いは行いま 
せ 

ん。 
 
14 虐待の防止 
（1） ステーションは利用者の人権の擁護、虐待の発生またはその再発を防止す

るための措置を講じます。 
（2） サービス提供中に、当該ステーション職員または擁護者（利用者の家族等擁

護する者）に虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこ
れを市町村へ通報するものとします。 
 

 15 業務継続計画の策定 
（1） 業務継続計画（自然災害発生等、感染症発生時）の策定、研修・訓練の実施

をします。 
 



 
 16 感染症予防及び蔓延の防止 
   感染症及び蔓延の防止のための必要な措置講じます。 
 
  17  緊急事態発生時の対応 

感染拡大や災害などで緊急事態が発生した場合は事業所を一時的に休止するこ 
とがあります。 

   事業所休止の場合、連携している訪問看護ステーションが対応することがありま 
す。 

 
 

 


